国家公務員の賃金引き下げに関する自治労声明
1.　公務員連絡会は、5月23日、国家公務員の賃金引き下げについて、片山総務大臣との交渉に臨み、最終決着した。
2.　今回の政府提案に対して、公務員連絡会は、2010人事院勧告の閣議決定に際して、人事院勧告以上の賃金削減（いわゆる「深掘り」）は阻止しながらも、「次期通常国会へ自律的労使関係制度を措置するための法案を提出するとともに、人件費削減について必要な法案を順次提出する」と決定されていたことを踏まえ、①交渉・合意に基づく削減特例法案の国会提出、②労働基本権を付与し、自律的労使関係制度を確立するための関係法案の国会提出、③地方公務員への影響の遮断等を求めるとともに、公務員賃金がこれ以上政争の具とされることのないよう、労使で決着するという覚悟をもって、交渉のテーブルについてきた。
引下げ内容は、特例法案の施行後2013年末までの期間について、役職段階に応じて俸給を5％から10％削減するとともに、一時金を一律10％削減するなど、人事院勧告制度の下での限定的・特例的措置ではあるが、極めて厳しいものと、公務員連絡会は認識している。
3.　しかし、公務員連絡会は、公務員制度改革関連法案と特例法案の同時国会提出と今国会成立への努力、自治体に対して国と同様の対応を前提とした財政措置をとるつもりはないとの回答を引き出した。さらに、今後は人事院勧告の有無にかかわらず、労使交渉による公務員労働者の賃金・労働条件を自律的に決定していくことを確信し、引下げ措置の受け入れを決定した。また、給与削減原資が東日本大震災の復興財源として活用されることを期待する旨を表明した。自治労も、同様の考えに立つものである。
4.　この交渉の位置づけについて、公務員連絡会および総務大臣は、「自律的労使関係制度導入までの間であっても、労使交渉による決定が本来的な姿。人事院勧告制度は労使交渉による決定の代償措置であるため、今回、労使交渉により給与改定が行われることになれば、今後の人勧はその前提に立って取り扱う」とした。一方、人事院・人事委員会は民間給与実態調査を6月下旬より行うとしている。自治労は、民調を含めた動向を的確に把握した上で、秋の確定闘争に向けた対応方針を早急に決定することとする。
5.　地方ではすでに、6割の自治体で賃金の特例削減が行われてきたのみならず、14年間で14％にのぼる職員数削減が行われている。財務省による国公賃金引き下げに連動した地方交付税削減の動きを徹底的に排除し、ラスパイレス指数問題を含め、総務大臣回答に基づく「地方公務員への影響の遮断」を確実なものとするよう、組織内協力国会議員等と連携した政府・国会対策、および自治体首長・議会対策を強化する。
6.　国家公務員制度改革関連法案は、6月3日にも閣議決定される見込みである。戦後一貫して制約され続けた公務員の労働基本権問題は、転換の節目を迎える。地方公務員における制度改革の骨格を早急に明確にさせ、消防職員への団結権の付与を含めた自律的労使関係制度の確立に向け、自治労は全力を傾注する。あわせて、引き続き、大震災からの復興に向けた支援行動を、組織の総力を挙げて展開していく。
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